
 

工事における総合評価落札方式実施要領 

（平成２２年３月２４日制定・平成２２年要領第３０号） 

 

最終改正 令和 ８年 ９月１４日 

 

 

総合評価落札方式実施要領（平成１８年要領第１８５号）の全部を改正する。 

 

（目的等） 

第１条 本要領は、工事契約事務処理要領（平成２０年要領第４１号。以下「契約事務処理要領」

という。）第２１条第１項及び協議合意方式等に関する要領（平成２９年要領第３８号。以下「協

議合意要領」という。）第７条第１項の規定に基づき、一般競争入札方式又は条件付一般競争入

札方式と組み合わせて実施される、総合評価落札方式の運用に必要となる事項を定めることを

目的とする。 

２ 本要領における用語の定義は、契約事務処理要領、協議合意要領、一般競争入札方式等手続

要領（平成１８年要領第１８０号。以下「一般競争要領」という。）及び本則中で別に定めるも

ののほか、次の各号に掲げるとおりとする。 

一 総合評価 技術提案の評価結果と、価格とを総合的に評価すること。 

二 技術提案 技術的難易度が低い一般的な工事においては、主として施工実績その他の技術

的な要素をもって契約の申込みを行うこと。技術的難易度が高い工事においては、主として総

合的なコスト、工事全般の施工計画及び施工上の提案、工事目的物の品質の向上、社会的要請

への対応その他の技術的な要素をもって契約の申込みを行うこと。 

三 標準案 技術的難易度が高い施工計画提案型（標準型）及び高度技術提案型の工事において、

企業の高度な技術力に係る技術提案を求めるために、西日本高速道路株式会社（以下「会社」

という。）が参考として示した図面及び仕様書（以下「設計図書」という。）又は設計図書のう

ちあらかじめ指定する部分のこと。ただし、高度技術提案型においては、標準案を示すことな

く企業の高度な技術力に係る技術提案を求めることがある。なお、技術的難易度が低い施工能

力評価型（簡易型）の工事においては、設計図書に基づき適切・確実に施工する能力を求める

ため、これを標準案とは呼ばない。 

四 技術提案の審査 入札参加希望者からの技術提案に基づき、その技術力（同種工事の経験、

施工計画等）を審査して競争参加資格を確認するとともに、施工計画提案型（標準型）及び高

度技術提案型の工事においては、企業の高度な技術力に係る技術提案の採否を決定すること。 

五 技術提案の評価 入札参加者からの技術提案に基づき、その技術力を第５条第１項各号に

定める項目ごとに評価して、技術評価点を付与すること。 

六 技術評価点 工事目的物の性能等の評価点数であり、総合評価落札方式の区分、工事種別等

により定められた個々の評価項目において、各企業の技術力等に応じて付与される評価点 

七 価格評価点 入札価格に対する評価点数であり、工事種別等により定められた基準額を基に

して付与される評価点 

八 価格評価基準額 前号に定める価格評価点を算定するための基準額であり、低入札価格調査



 

等事務取扱要領（平成２１年要領第１７２号）第３条に定める審査対象基準価格と同額とする。

ただし、次に掲げる工事種別については、開札時における最低入札額が審査対象基準価格を下

回る場合に限り、最低入札額を価格評価基準額とする。 

 イ トンネル非常用設備 

 ロ 受配電設備 

 ハ 遠方監視制御設備 

 ニ 伝送交換設備 

 ホ 交通情報設備 

 ヘ 無線設備 

 ト トンネル換気設備 

 チ 機械設備 

 リ 削除 

 ヌ 削除 

 ル 削除 

九 評価値 総合評価の方法により得られた数値であり、技術評価点と価格評価点を合算した

もの。 

 

（適用対象工事） 

第２条 本要領は、技術的難易度が低く、かつ、次の各号に掲げるものを除き、全ての工事に適

用する。 

一 契約制限価格又は契約参考価格（以下「契約制限価格等」という。）が１．５億円未満の工

事 

二 契約責任者が価格落札方式によるべき必要を認めた工事 

 

（総合評価落札方式の区分） 

第３条 総合評価落札方式とは、民間企業の有する技術力を活用して工事目的物の品質を確保す

るため、入札者に工事価格及び価格以外の技術的な要素をもって契約の申込みをさせ、これらを

総合的に評価することにより、会社にとって最適な落札者を決定する手続をいう。 

２ 前項に定める総合評価落札方式は、適用対象工事の難易度（技術的工夫の余地）に応じて、

次の各号のとおり区分する。この場合、適用対象工事の難易度を規定するための工事種別、規模

その他の技術的事項については、別に定めるところによる。 

一 施工実績確認型 技術的難易度が低い工事のうち、技術的な工夫の余地が小さい工事（た

だし、政府調達協定基準額以上のものを除く。）において、企業の過去の施工実績、その他の

技術力等を技術提案として、入札価格と総合的に評価するもの 

二 施工能力評価型（簡易型） 技術的難易度が低い工事のうち、技術的な工夫の余地が大きい

工事（ただし、政府調達協定基準額以上のものを除く。）において、会社が示した設計図書に

基づき適切かつ確実に工事を遂行する能力を有しているかを確認するために、企業の過去の施

工実績、表彰その他の技術力を技術提案として、入札価格と総合的に評価するもの 

三 施工計画提案型（標準型） 技術的難易度が高い工事において、標準案の内容や施工方法に



 

係る技術提案を求めるもので、総合的なコスト、工事目的物の性能・機能等、安全対策、交通・

環境への影響、工期の短縮、工事中のコスト削減につながる提案その他の観点から、技術力と

入札価格とを総合的に評価するもの 

四 高度技術提案型 技術的難易度が特に高い工事において、標準案を示すことなく、又は標

準案として示す内容を小さくして工事目的物や施工方法に係る高度な技術提案を求めるもの

で、強度、耐久性、維持管理の容易さ、環境の改善への寄与、景観との調和、ライフサイクル

コストその他の観点から、技術力と入札価格とを総合的に評価するもの 

 

（落札者の決定方法と評価点） 

第４条 総合評価落札方式における落札者の決定は、次の各号に掲げる要件の全てに該当する者

のうち、評価値の最も高い者を落札者とする。なお、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、

当該者にくじを引かせて落札者を定める。 

一 入札価格が契約制限価格の制限の範囲内にあること。 

二 入札者からの技術提案が、入札公告及び入札説明書（以下「入札公告等」という。）におい

て明らかにした性能、機能、技術等（以下「性能等」という。）の最低限の要求要件を全て満

たしていること。 

２ 前項の規定にかかわらず、協議合意方式を適用する工事での総合評価落札方式における落札

者の決定は、技術提案が入札公告等において明らかにした性能等の最低限の要求要件を全て満

たしている者のうち、以下の者を落札者とする。なお、評価値の最も高い者が２者以上あるとき

は、当該者にくじを引かせて落札者又は協議対象者を定める。 

一 契約参考価格の範囲内の価格をもって申込みをした者があった場合  契約参考価格以下

で入札した者のうち、評価値の最も高い者 

二 契約参考価格の範囲内の価格をもって申込みをした者がなかった場合  評価値が最も高

い者を協議対象者とし、当該協議対象者のうち協議合意要領に基づく協議を経て見積条件に

妥当性又は合理性があるとして認められた者 

３ 評価値は加算方式により算出することとし、次項に定める方法により得られた技術評価点と

第５項に定める方法により得られた価格評価点を合算した数値とする。 

４ 技術評価点は、技術提案をあらかじめ定めた基準により審査して付与される点数をいい、総

合評価落札方式の区分ごとの範囲は次のとおりとする。 

イ 施工実績確認型 ３点とする。 

ロ 施工能力評価型（簡易型） １６点を標準とし、技術提案の内容に応じて１０点から３０

点までの範囲で定める。 

ハ 施工計画提案型（標準型）【政府調達協定基準額未満のもの】 ２４点を標準とし、技術

提案の内容に応じて１７点から４０点までの範囲で定める。 

ニ 施工計画提案型（標準型）【政府調達協定基準額以上のもの】 ３４点を標準とし、技術

提案の内容に応じて１７点から４０点までの範囲で定める。 

ホ 高度技術提案型 ４０点を標準とし、技術提案の内容に応じて３０点から５０点までの

範囲で定める。 

５ 価格評価点は、次表に定めるところにより算定するものとする。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（評価項目） 

第５条 総合評価落札方式において会社が求める技術提案の内容及び評価項目は、次の各号に掲

げるとおりとする。 

一 企業の基礎的な技術力 

会社の指示する設計図書に基づき、適切かつ確実に工事を遂行する能力を企業に期待するも

の。 

二 企業の高度な技術力 

会社が参考として示した設計図書又はそのうちあらかじめ指定する部分（標準案）を入札参

加者からの技術提案により改善し、工事目的物の品質向上を図る能力を企業に期待するもの。 

三 企業の信頼性・社会性 

工事を円滑に実施する能力を企業に期待するもの。 

２ 前項各号に定める評価項目に対する総合評価落札方式の区分ごとの適用関係は次表を標準と

する。ただし、政府調達協定基準額以上の工事に対して施工計画提案型（標準型）を適用する場

合は、前項第１号（企業の基礎的な技術力（工事中事故に関すること及び入札参加資格停止に関

することを除く。））及び第３号（企業の信頼性・社会性）に定める評価項目を設けないことと

し、第１号（企業の基礎的な技術力のうち工事中事故に関すること及び入札参加資格停止に関

すること）及び第２号（企業の高度な技術力）に定める評価項目のみにより技術評価を行って、

技術評価点を算出するものとする。 

評価項目 総合評価落札方式の区分 

 施工実績 

確認型 

施工能力 

評価型 

（簡易

型） 

施工計画 

提案型 

（標準型） 

高度技術 

提案型 

政府調達

協定基準

額未満 

政府調達

協定基準

額以上 

一 企業の基礎的な技術

力 

 

◎ ◎ ◎ ◎ 

※ 

－ 

Ｘ≧Ｘ0 の場合 

Ｘ0＞Ｘの場合 

Ｙ＝－（Ｘ-Ｘ0）2 /（2×（100－Ｘ0））＋100 

Ｙ＝0 

この式においてＸ、Ｘ0及びＹは、それぞれ次の値を表すものとする。 

Ｘ  入札率＝入札価格／契約制限価格等×100 

Ｘ0  価格評価基準額／契約制限価格等×100 

Ｙ  価格評価点 



 

二 企業の高度な技術力 
－ － ◎ ◎ ◎ 

三 企業の信頼性・社会性 
◎ ◎ ◎ － － 

技術評価点 

(契約責任者が認める場

合) 

３ １６ 

(10～30) 

２４ 

(17～40) 

３４ 

(17～40) 

４０ 

(30～50) 

【凡例】◎：設定する項目 －：適用なし 

 ※第５条第２項による場合 

 

３ 工事種別に応じて具体的に定めるべき評価項目の内容、配点の内訳その他の技術的事項につ

いては、前２項の規定の範囲内で別に定めるところによるものとする。 

 

（技術評価点の算出方法） 

第６条 技術評価点は、入札参加者からの技術提案を項目ごとに評価して点数を付与し、項目ご

とに付与された点数を合計することにより算出するものとする。なお、施工実績確認型及び施工

能力評価型を除き次の場合、競争参加確認結果通知の日を基準日とする次の付加点を付与する

ものとする。 

一 技術評価点１位の者が２者以上の場合 

技術提案または施工計画の評価結果及び質的内容に着目の上で優劣を判断し、最も優位な

１者に対し０．５点 

二 技術評価点１位の者と２位の者との差が０．５点未満の場合 

１位の者に対し２位の者との技術評価点の差が０．５点となる点数 

２ 前項における項目ごとの評価方法は、項目ごとの特性を踏まえ、性能等を数値化できるもの

については第一号によるものとし、数値化が困難で定性的に表示せざるを得ないものについて

は第二号又は第三号のいずれか適切なものによるものとする。 

一 数値方式 

入札参加者から提示された性能等を数値により定量的に評価して点数を付与する方式。 

二 判定方式 

入札参加者から提示された性能等を数値方式により評価することが困難であるときに、定性

的な判定基準を設けて性能等を評価し、その結果を複数の階層（評語）に区分することにより

点数を付与する方式。 

三 順位方式 

入札参加者から提示された性能等を数値方式により評価することが困難であるときに、性能

等を順位付けして点数を付与する方式。 

 

（技術提案を求める範囲） 

第７条 個別の工事において技術提案を求める範囲は、当該工事の確実及び円滑な施工並びに民



 

間企業の有する技術の積極的活用の観点から、第５条第１項各号に定める評価項目に基づき当

該工事の特性に応じて定めるとともに、入札参加希望者に対しては、技術提案の内容を明示した

資料及び当該提案に基づく施工計画書（以下「技術提案資料」という。）を提出させるものとす

る。 

２ 施工計画提案型（標準型）及び高度技術提案型においては、標準案において次の各号に掲げ

る事項を明示して、企業の高度な技術力に係る技術提案を求めるものとする。なお、高度技術提

案型において、最低限の要求要件のみを明示して標準案を示さない場合は、入札者の技術提案全

体を技術提案とする。 

一 工事目的物に対する技術提案を求める場合は当該目的物に求める性能等 

二 設計を含む工事である場合はその条件等 

三 施工方法及び仮設備計画に対する技術提案を求める場合は施工に係る条件等 

 

（技術評価基準の設定） 

第８条 契約責任者は、入札公告に先立ち、入札参加希望者に提出を求める技術提案書の記載内

容並びに技術提案書に記載された技術的要素を審査及び評価するための基準（以下「技術評価

基準」という。）について、契約関係委員会設置要領（平成１９年要領第２号）別添２で定める

技術審査会で設定し、同要領別添１で定める競争参加資格等審査委員会の審議を経て、決定す

るものとする。 

２ 技術評価基準は、評価項目、評価内容、判断基準、技術評価点の配分その他の技術評価に必

要な事項とし、次の各号に掲げる事項に留意しつつ、工事の特性に応じて適切に設定するもの

とする。 

一 入札参加者の技術力評価上の必要性・重要性に照らし、必要な範囲を超え評価する意味の

ないものは、技術評価基準から除外するものとする。 

二 評価項目については、可能な限りその評価する内容を詳細かつ具体的に示すものとする。

この場合において、あらかじめ数値等により定量的に審査する範囲（上限値等）を示すことが

できるものについては、当該評価項目毎にその旨を明記するものとする。 

３ 前２項により技術評価基準を定めるに当たり、必要があると認められる場合には、評価項目

ごとに最低限の要求要件を設けて技術提案を審査し、この要求要件を満たしている場合にのみ

得点を付与し、満たしていない場合には欠格として競争参加資格を認めないことができる。 

４ 工事種別に応じて具体的に定められるべき技術的要素の審査及び評価のための判断基準その

他の技術的事項については、前３項の規定の範囲内で別に定めるところによるものとする。 

 

（入札公告に明示する事項） 

第９条 入札公告においては、一般競争要領に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を明示

しなければならない。 

一 当該工事が、総合評価落札方式（協議合意方式を適用する工事の場合はその旨を含む）によ

る工事であること 

二 総合評価の方法及び落札者の決定方法 

三 技術提案の内容は競争参加資格の確認に反映されること。 



 

四 企業の高度な技術力に係る評価項目について標準案と異なる提案を行う場合は、当該技術

提案の内容及び施工計画を記載した確認資料の提出を求めること。ただし、当該技術提案が

適正と認められない場合は標準案に基づいて施工する意思があるときは、併せて標準案によ

る施工計画を提出すること。また、標準案に対して企業の高度な技術力に係る提案を行わな

い場合は、標準案による施工計画を提出すること。 

五 企業の高度な技術力に係る技術提案の採否については、競争参加資格の確認の通知に併せ

て通知すること。 

六 資料作成説明会を実施すること（実施する場合に限る。） 

七 設計業務成果の閲覧を認めること（認める場合に限る。） 

八 資料のヒアリング又は技術的対話を実施すること（実施する場合に限る。） 

九 建設業者の責めに帰すべき事由により性能等に関わる技術提案が履行されなかった場合で、

当該建設業者に再度施工を行わせることが困難又は合理的でないときは、成績評定点を減ず

るとともに、契約金額の減額、損害賠償等を行うことがあること。（該当する場合に限る。） 

２ 入札公告は入札公告・入札説明書例（標準例１）及び入札公告（官報用）例（標準例２）を参

考に作成するものとする。 

 

（入札説明書に明示する事項） 

第１０条 入札説明書においては、一般競争要領に定めるもののほか、次の各号に掲げる事項を

明示しなければならない。 

一 前条第１項各号に掲げる事項の詳細 

二 提案を求める性能、機能、技術等の要求要件及び評価基準 

三 企業の高度な技術力に係る技術提案を採用しない場合には、競争参加資格確認結果通知書

において、その理由を付すること。また、当該通知を受けた建設業者は、技術提案が適正と

認められなかった理由に対して、理由の説明要求及び苦情申立てを行うことができること。 

四 技術提案については、その後の工事において、その内容が一般的に使用されている状態に

なった場合には、無償で使用できるものとすること。ただし、工業所有権等の排他的権利を

有する提案についてはこの限りではないこと。 

五 技術提案を適正と認めることにより、設計図書において施工方法等を指定しない部分の工

事に関する建設業者の責任が軽減されるものではないこと。 

２ 入札説明書は入札公告・入札説明書例（標準例１）を参考に作成するものとする。 

 

（応募方法） 

第１１条 契約責任者は、入札参加希望者に、会社が各工事において求める技術的要素の内容に

応じて、次の各号に掲げる技術提案を求めなければならない。 

一 企業の基礎的な技術力及び企業の信頼性・社会性 

入札公告等において会社が求める技術等に係る実績、経験、技術的所見等を所定の様式に記

載させ、必要に応じて記載内容を証明する資料を添付した技術提案資料を提出させなければな

らない。 

二 企業の高度な技術力 



 

入札公告等において会社が示した性能等の要求要件、評価項目及び標準案の内容を踏まえて、

次の各号に掲げる方法の中から１つを選択させて技術提案資料を提出させなければならない。

ただし、高度技術提案型総合評価落札方式において、最低限の要求要件のみを示して標準案を

明示しないときは、イにより技術提案資料を提出させなければならない。 

イ 標準案と異なる技術提案（当該提案に係る施工計画を含む。）を行う。 

ロ 標準案による施工計画を提出する。 

ハ 標準案と異なる技術提案（当該提案に係る施工計画を含む。）を行うが、当該提案が適正

と認められなかったときには標準案により施工する意思を表明して、技術提案及び標準案に

よる施工計画の両方を提出する。 

２ 契約責任者は、前項第２号イ又はハにより技術提案を行う入札参加希望者には、当該提案が

採用された場合、提案した施工方法等により施工する旨を技術提案資料に明記させるものとす

る。また、前項第２号ハにより技術提案を行う入札参加希望者には、当該提案が適正と認められ

なかった場合は標準案に基づき施工する意志を有する旨を技術提案資料に明記させするものと

する。 

３ 技術提案資料は競争参加資格確認申請書と併せて提出させることとし、それらの受領期限は、

一般競争要領第７の規定にかかわらず、総合評価落札方式の区分ごとに次の各号に掲げるとお

りとする。 

一 施工実績確認型及び施工能力評価型（簡易型） １０日以上 

二 施工計画提案型（標準型） ２０日以上 

三 高度技術提案型 ３０日以上 

 

（技術提案資料に関する問合せ） 

第１２条 契約責任者は、技術提案資料に関する問合せを受け付けなければならない。 

２ 契約責任者は、特に必要があると認める場合は、技術提案資料作成に関する説明会を実施す

ることができる。 

３ 施工計画提案型（標準型）及び高度技術提案型の工事においては、技術提案の作成に当たっ

て参考となる各種資料（地質調査結果、標準案を示す場合は設計業務報告書、図面等）を入札公

告等に明示し、入札参加希望者からの要請があれば入札参加希望者への閲覧に供することがで

きる。この場合、要請のあった全ての者に対して閲覧を認めるとともに、各入札参加希望者が他

の入札参加希望者を認知することがないように閲覧させなければならない。閲覧希望者への通

知は、様式１によるものとする。 

 

（技術提案の審査） 

第１３条 契約責任者は、入札参加希望者から提出された技術提案書の内容について、あらかじ

め定めた評価基準に基づき実現性、安全性等の観点から審査を行い、このうち提案内容が会社の

求める最低限の要求要件を満たしていないなど不適当であると認められた者を欠格として、当

該競争入札への参加を認めないことができる。この場合、第８条により定める技術評価基準にお

いて、技術提案を求める項目のうち競争参加資格の有無に係る審査を行う項目（以下「資格審査

項目」という。）を設定して、入札参加希望者に対して技術提案への記載を義務付けるとともに、



 

入札公告等において明示する技術評価基準の中で資格審査項目を明らかにするものとする。 

２ 契約責任者は、企業の高度な技術力に係る技術提案を求める工事において、入札参加希望者

から標準案と異なる技術提案があった場合には、その内容を審査して当該提案の採否を決定す

るものとする。この場合、次の各号に掲げる事項に留意しなければならない。 

一 標準案により実施する場合との比較を行い、施工の確実性、安全性等を評価し、当該工事に

おいて採用するか否かを審査するものとする。（標準案を明示する場合） 

二 技術審査会は、必要に応じアドバイザー、学識経験者等の意見を聴くことができるものと

する。なお、高度技術提案型総合評価落札方式の場合、技術審査会は、アドバイザー、学識経

験者等の意見を聴くものとする。 

３ 前２項に定める技術提案の審査は技術審査会が行うこととし、競争参加資格等審査委員会を

経た後、契約責任者はその審査結果を踏まえて、競争参加資格の有無及び高度な技術力に係る技

術提案の採否を決定するものとする。 

４ 契約責任者は、施工能力評価型（簡易型）による工事のうち企業に基礎的な技術力に係る簡

易な施工計画を求めたものにおいて前項の決定を行ったときは、その結果を競争参加資格確認

結果通知書（様式２－１）により、施工計画提案型（標準型）及び高度技術提案型による工事に

おいて前項の決定を行ったときは、その結果を競争参加資格確認結果通知書（様式２－２）によ

り入札参加希望者に通知するものとし、競争参加資格を認めない場合、又は企業の高度な技術力

に係る技術提案を採用しない場合には、その理由を付すものとする。 

 

（技術提案の評価等） 

第１４条 契約責任者は、入札参加者から提出された技術提案書を、あらかじめ定めた評価基準

に基づき項目ごとに評価し、第６条に定めるところにより技術評価点を付与するものとする。こ

の場合、次の各号に掲げる事項に留意しなければならない。 

一 技術提案の評価は、全ての入札参加者に共通の技術評価基準でもって行うこととし、特定入

札参加者の評価に特定の方法を用いない。 

二 技術提案書に記載のない提案内容は評価の対象としない。また、記載されている提案内容が

評価項目に合致しない場合も評価の対象としない。 

三 定性的な評価項目に関する評価に当たっては、十分、合理的な理由をもって行うものとする。 

四 第５条第１項各号に係る提案で次の項目に該当する提案は評価しない。 

イ 工事延長、工期の変更等、施工条件の変更を伴う提案 

ロ 現場条件の精査を伴い、条件変更等に該当する可能性の高い提案 

ハ 実施にあたり、関係機関の協議等、第三者との調整を要する提案 

ニ 工事目的物の変更（設計基準・仕様変更を含む。）を伴うものや他工事に影響する過度な

環境対策等に関する提案 

ホ 過度なコスト負担を要する提案 

ヘ 特筆すべき事項でない又は具体性がない提案 

２ 前項に定める技術提案書の評価は技術審査会が行うこととし、競争参加資格等審査委員会を

経た後、契約責任者はその評価結果を踏まえて、技術評価点を付与するものとする。 

３ 契約責任者は、設計図書等において評価しない場合に通知すると定めた技術提案があった場



 

合、その提案を競争参加資格の確認の通知と合わせて当該提案の提出者に通知するものとする。 

 

（技術提案資料のヒアリング等） 

第１５条 技術審査会は、前２条に定める技術提案の審査及び評価を行うために必要と認める場

合には、入札参加希望者に対して当該者が行った技術提案についての説明を求めることができ

る。 

２ 技術審査会は、高度技術提案型による工事において、企業の高度な技術力に係る技術提案の

内容の一部を改善することにより更に優れたものとなる、又は一部の不備を解決できると認め

られる場合には、入札参加者との技術的対話を通じて技術提案の改善を求め、又は入札参加者に

対して改善を提案する機会を与え（以下「技術的対話」という。）、入札参加者に対して技術提案

の再提出を求めることができる。この場合、入札参加者間の公平性を確保するため、次の各号に

掲げる事項について十分配慮するものとする。技術提案の再提出があったときは、これに基づき

技術評価を行うものとする。 

一 技術提案を行った全ての入札参加者を対象として実施すること。 

二 原則として複数日に跨らずに技術的対話を実施すること。 

三 各入札参加者が他の入札参加者を認知することがないこと。 

３ 技術審査会は、高度技術提案型による工事において、会社の積算基準等に定めのない新技術・

新工法を用いた技術提案が行われ、当該提案に基づき設計図書及び契約制限価格を定めようと

する場合は、当該提案を行った者に対して当該提案に係る概算数量、単価表等の提出を求めるこ

とができる。 

４ 前３項の実施のために必要な技術的事項については、別に定めるところによるものとする。 

５ 技術的対話により技術提案の改善を行ったときは、技術提案の改善に係る過程の概要を様式

３に取りまとめ、各入札参加者の了解を得た上で契約締結後速やかに公表するものとする。 

 

（提案内容の保護等） 

第１６条 契約責任者は、民間企業からの高度な技術力に係る技術提案それ自体が知的財産に該

当することを踏まえ、当該提案の内容が他者に知られないようにするとともに、当該提案者の了

解を得ることなく当該提案の一部のみを採用してはならない。ただし、民間企業からの高度な技

術力に係る技術提案の内容が、その後の工事において一般的に活用される状況となった場合に

は、無償で使用することができるよう取り決めておくものとする（工業所有権等の排他的権利に

基づく技術提案については、この限りでない。）。 

 

（評価内容の担保） 

第１７条 総合評価落札方式により落札者を決定した場合は、当該落札者から提出された技術提

案書において評価の対象とした提案内容については、原則として当該落札者が履行すべき債務

として取り扱い、その履行が不適切であると認められる場合には、業務に関する指示、履行の追

完に関する請求その他の必要な措置を行うものとする。また、当該落札者（契約相手方）の責め

に帰すべき事由により当該提案の内容に基づく履行がなされなかった場合で、再度の施工が困

難あるいは合理的でないときは、必要に応じて契約金額の減額又は損害賠償の請求を行うこと



 

ができる。 

２ 総合評価落札方式による工事の成績評定においては、当該落札者（契約相手方）の責めに帰

すべき事由により当該提案の内容に基づく履行がなされなかった場合は、成績評定点を減ずる

ものとする。 

３ 前２項については入札公告等において明示するとともに、契約書記載例（標準例３）により

契約上で取り決めておくものとする。 

 

（監督） 

第１８条 総合評価落札方式による工事においては、別に定めるところにより、施工中における

技術提案の履行状況を監督するものとする。 

 

（不落随意契約） 

第１９条 再度入札を実施しても落札者が決定しない場合の随意契約においては、評価値の高い

者から順次交渉を行うものとする。 

 

（入札状況調書） 

第２０条 総合評価落札方式による工事において落札者を決定したときは、契約事務処理要領第

２０条第６項及び協議合意要領第６条の規定にかかわらず、様式４により入札状況調書及び技

術評価点内訳書を作成するものとする。 

 

（契約情報の公表等） 

第２１条 技術提案に係る審査又は評価の結果については、入札参加希望者又は入札参加者から

の苦情等に適切に対応するため、評価項目ごとにその結果と理由を書面に記録しておかなけれ

ばならない。 

２ 総合評価落札方式により落札者を決定した場合には、工事契約情報公表要領（平成２０年要

領第１５５号）により、契約締結後速やかに次の各号に掲げる事項を公表するものとする。ただ

し、契約制限価格については、公表することにより事後の契約において契約制限価格を類推さ

せるおそれがあると認められる場合には、この限りでない。 

一 入札参加業者名（辞退した者を含む。） 

二 各入札参加業者の入札価格 

三 各入札参加業者の提案項目の技術評価点内訳 

四 技術的対話における技術提案の改善過程に係る概要 

３ 削除 

 

（標準手続） 

第２２条 総合評価落札方式に係る手続は、図表を標準として行うものとする。 

 

 

附 則 



 

１ この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ 工事契約事務処理要領（平成２０年要領第４１号）の一部を別紙１のとおり改める。 

３ 工事契約情報公表要領（平成２０年要領第１５５号）の一部を別紙２のとおり改める。 

４ 一般競争入札方式等手続要領（平成１８年要領第１８０号）の一部を別紙３のとおり改める。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２２年６月１日から施行する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２２年１２月１日から施行する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２３年５月１２日から施行する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２３年７月１日から施行する。 

２ 工事契約事務処理要領（平成２０年要領第４１号）の一部を別紙２のとおり改める。 

３ 工事契約情報公表要領（平成２０年要領第１５５号）の一部を別紙３のとおり改める。 

４ 一般競争入札方式等手続要領（平成１８年要領第１８０号）の一部を別紙４のとおり改める。 

５ 低入札価格調査等事務取扱要領（平成２１年要領第１７２号）の一部を別紙５のとおり改め

る。 

６ この要領の施行前に手続中のものは、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２３年７月１日から施行する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２４年１月１８日から施行する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 



 

１ この要領は、平成２４年１０月９日から施行する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２５年３月２１日から施行する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２５年６月２０日から施行する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２５年９月１０日から施行するものとし、同年１０月１日以降に入札公告

等を行う案件に適用する。 

２ この要領の施行時において手続中のものは、なお従前の例によるものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行の際、現に手続中のものについては、従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２６年５月１日から施行する。 

２ この要領の施行の際、現に手続中のものについては、従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２６年７月１日から施行する。 

２ この要領の施行の際、現に手続中のものについては、従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２６年６月２５日から施行する。 

２ この要領の施行の際、現に手続中のものについては、従前の例によるものものとする。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２９年３月２１日から施行する、同年４月１日以降に入札公告を行う案件

に適用する。 

２ この要領の施行の際、現に手続中のものについては、従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２９年１０月２０日から施行する、同年１１月１日以降に入札公告を行う



 

案件に適用する。 

２ この要領の施行の際、現に手続中のものについては、従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、平成３０年３月２３日から施行し、同年４月１日以降に入札公告を行う案件に

適用する。 

２ この要領の施行の際、現に手続中のものについては、従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、平成３０年７月１日から施行する。 

２ この要領の施行の際、現に手続中のものについては、従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、平成３０年１２月１日から施行するものとする。 

２ この要領の施行日において手続中のものは、なお従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、令和元年５月１日から施行するものとする。 

２ この要領の施行日において手続中のものは、なお従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、令和２年４月１日から施行するものとする。 

２ この要領の施行日において手続中のものは、なお従前の例によることができる。 

 

附 則 

この要領は、令和２年７月１日から施行するものとする。 

 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行し、令和３年４月１日以降に入札公告等を行う案件か

ら適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和４年２月１日から施行し、令和４年２月１日以降に入札公告等を行う案件か

ら適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和４年３月２８日から施行し、同年４月２０日以降に入札公告、指名通知又は

見積方通知を行う案件から適用する。 

 



 

附 則 

この要領は、令和５年４月１日から施行し、同日以降に入札公告等を行う案件から適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和５年８月８日から施行し、同年９月１日以降に入札公告等を行う案件から適

用する。 

 

附 則 

この要領は、令和５年９月２６日から施行し、同年１０月１日以降に入札公告等を行う案件か

ら適用する。 

 

附 則 

この要領は、令和６年４月１日から施行し、同年７月１日以降に入札公告等を行う案件から適

用する。 

 

附 則 

１ この要領は、令和６年７月１日から施行し、同年７月１日以降に入札公告等を行う案件から

適用する。 

２ この要領の施行日において手続中のものは、なお従前の例によることができる。 

 

附 則 

 （施行日） 

１ この要領の規定は、令和７年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要領の施行日において手続中のものは、なお従前の例による。 

 

附 則 

１ この要領の規定は、令和７年４月１日から施行する。 

２ この要領の施行日において手続中のものは、なお従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領の規定は、令和７年７月１日から施行する。 

２ この要領の施行日において手続中のものは、なお従前の例によることができる。 

 

附 則 

１ この要領は、令和８年３月２５日から施行し、同年４月１日以降に入札公告、指名通知又は

見積方通知を行う案件に適用する。 

２ この要領の施行日において手続中のものは、なお従前の例によることができる。 

附 則 



 

１ この要領は、令和８年９月１４日から施行し、同年１０月１日以降に入札公告、指名通知又

は見積方通知を行う案件に適用する。 

２ この要領の施行日において手続中のものは、なお従前の例によることができる。 

 

 

 

図表－１ 高度技術提案型（一般競争入札） 

図表－２ 施工計画提案型（標準型）（一般競争入札） 

図表－３ 施工計画提案型（標準型）（条件付一般競争入札） 

図表－４ 施工実績確認型及び施工能力評価型（簡易型）（条件付一般競争入札） 

 

様式１     設計業務成果閲覧通知書（第１２条関係） 

様式２－１   競争参加資格確認結果通知書（施工能力評価型（簡易型））（第１３条・第１４

条関係） 

様式２－２   競争参加資格確認結果通知書（施工計画提案型（標準型）及び高度技術提案型）

（第１３条・第１４条関係） 

様式３     技術提案の改善過程（第１５条関係） 

様式４－１   入札状況調書（第２０条関係） 

様式４－２－１ 技術評価点内訳書【施工能力評価型（簡易型）】（第２０条関係） 

様式４－２－２ 技術評価点内訳書【施工計画提案型（標準型）】（第２０条関係） 

様式５     【削除】 

 

標準例１－１ 入札公告・入札説明書例（一般競争） 

標準例１－２ 入札公告・入札説明書例（条件付一般競争（総合評価：施工実績確認型以外）） 

標準例１－３ 入札公告・入札説明書例（条件付一般競争（総合評価：施工実績確認型）） 

標準例２   入札公告・入札説明書例（一般競争・官報用） 

標準例３   標準契約書記載例（第１７条関係）  



 

 

様式１ 設計業務成果閲覧通知書（第１２条関係） 

 

設計業務成果の閲覧日時について（通知） 

 

○○○建設株式会社 ○○課 ○○ 様 

 

貴社より申込みのあった設計業務成果の閲覧日時について、以下のとおり通知します。 

 

工 事 名 ○○○川橋上部工工事 

閲 覧 日 令和  年   月   日 

閲 覧 時 間 ○○時 から ○○時 

注１）閲覧当日は設計業務成果閲覧申込書の本紙を持参して下さい。 

注２）閲覧当日は、下記閲覧窓口までお越し下さい。 

注３）本設計業務成果の外部への持ち出し及び社屋内でのコピーを禁止します。 

注４）閲覧時間は○時間以内とします。 

注５）設計業務成果の取扱いには十分にご注意願います。仮に破損等の事実が判明した場合

は、その損害修復に要する費用を請求します。 

注６）本設計業務成果の内容に関する質問等については受け付けません。また、コンサルタ

ント会社への問い合せ等を行ってはならないものとします。 

注７）本設計業務成果の閲覧により得られた情報については、本工事の競争参加資格確認資

料の作成以外の目的に使用することを禁止します。また、第三者への提供についても禁

止します。 

 

閲覧窓口：西日本高速道路株式会社●●支社経理課 

TEL ○○○（○○○）○○○○ ：FAX ○○○（○○○）○○○○ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

様式２―１ 競争参加資格確認結果通知書（施工能力評価型（簡易型））（第１３条・第１４

条関係） 

 
競争参加資格確認結果通知書 

文  書  番  号 
令和  年  月  日 

商号又は名称 
代 表者 氏名         殿 

西日本高速道路株式会社 
●●支社長 ●● ●●印  

 
先に申請のあった（件名を記載）工事に係る【条件付】一般競争参加資格の確認結果に

ついて、下記のとおり通知します。 
 

記 

入札公告日 令和  年  月  日 

工 事 名 工事 

競争参加資格の 
有無 

有   ・   無 

競争参加資格がないと

認めた理由 

 

技術提案に対する

事項 

技術提案のうち、入札公告・入札説明書「4-●.（●）」により評価

しない提案：別添のとおり【第１４条第１項第４号に該当する技術

提案があった場合に記載する】 

摘   要 
契約書第４条に基づく契約の保証は、免除します。 

【契約の保証を免除する場合に記入する。】 
 
競争参加資格がないと通知された方は、当職に対して競争参加資格がないと認めた

理由についての説明を求めることができます。 
この説明を求める場合は、令和  年  月  日  時までに●●支社経理課へ

その旨を記載した書面を提出してください。 



 

別添 

 

商号又は名称 
代 表者 氏名         殿 
 

西日本高速道路株式会社 
●●支社長 ●● ●● 

 
評価しない提案 

 

 

技術提案のうち入札公告・入札説明書「4-●.（●）」に該当するものとして評価しな

い提案を下記のとおり通知します。なお、落札者となった場合、下記提案を履行する必要

はありません。 

 

工事名：○○工事 

評価しない提案 理由 

① ●●の提案 ●●のため 

② ○○の提案 ○○のため 

  

 

 



 

様式２－２ 競争参加資格確認結果通知書（施工計画提案型（標準型）及び高度技術提案

型）（第１３条・第１４条関係） 

 
競争参加資格確認結果通知書 

文  書  番  号 
令和  年  月  日 

商号又は名称 
代 表者 氏名         殿 

西日本高速道路株式会社 
●●支社長 ●● ●● 印 

 
先に申請のあった（件名を記載）工事に係る【条件付】一般競争参加資格の確認結果に

ついて、下記のとおり通知します。 
 

記 

入札公告日 令和  年  月  日 

工 事 名 工事 

競争参加資格の 
有無 

有   ・   無 
競争参加資格がないと

認めた理由 
 

技術提案に基づく 
入札の可否等 

可   ・   否（入札に際しては標準案によること） 

【技術提案の採否について「否」とされた場合、標準案により施工
することについて意思表示している者に通知する場合に記入する。】 
技術提案に基づく入札

が否とされた理由 
 

その他 

技術提案のうち、入札公告・入札説明書「4-

●.（●）」により評価しない提案：別添の

とおり【第１４条第１項第４号に該当する

技術提案があった場合に記載する】 

摘   要 
契約書第４条に基づく契約の保証は、免除します。 

【契約の保証を免除する場合に記入する。】 
 
競争参加資格がないと通知された方は、当職に対して競争参加資格がないと認めた

理由についての説明を求めることができます。 
この説明を求める場合は、令和  年  月  日  時までに●●支社経理課へ

その旨を記載した書面を提出してください。 



 

別添 

 

商号又は名称 
代 表者 氏名         殿 
 

西日本高速道路株式会社 
●●支社長 ●● ●● 

 
評価しない提案 

 

 

技術提案のうち入札公告・入札説明書「4-●.（●）」に該当するものとして評価しな

い提案を下記のとおり通知します。なお、落札者となった場合、下記提案を履行する必要

はありません。 

 

工事名：○○工事 

評価しない提案 理由 

① ●●の提案 ●●のため 

② ○○の提案 ○○のため 

  



 

様式３ 技術提案の改善過程（第１５条関係） 

総合評価落札方式における技術提案の改善過程 

工事件名 ○○○高架橋工事 

契約機関名 ○○支社 

入札公告 令和  年  月  日 

技術提案の提出 令和  年  月  日 

技術対話 令和  年  月  日 

技術提案の再提出 令和  年  月  日 

【技術提案の改善に係る過程の概要】 

項  目 

●●●●社 ●●●●社 ●●●●社 

発注者からの 

改善要請事項 

競争参加者の 

改善状況 

発注者からの 

改善要請事項 

競争参加者の 

改善状況 

発注者からの 

改善要請事項 

競争参加者の 

改善状況 

基礎工 施工ヤード位置

の変更 

指摘に基づき改

善 

    

架設工法 安全性確認のた

め○○工法の作

業手順書の提出

を要請 

作業手順書の資

料を提出 

    

下部工 接合方法       

 

 

 

      

 



 

様式４－１ 入札状況調書（第２０条関係） 

 

 

【契約参考価格】 



 

様式４－２－１ 技術評価点内訳書【施工実績確認型及び施工能力評価型（簡易型）】（第２０条関係） 

※評価項目の細目等については工事に応じて適宜記載すること。 

 

工事名　　 ： ●●工事

入札日時　： 平成　　年　　月　　日　午前・午後　　時　　分

入札場所　： 西日本高速道路株式会社　○○支社○○事務所　入札室

企業の
施工能力

配置予定
技術者の

能力
施工体制

簡易な
施工計画

●●●●●
社会貢献度 地域精通度 地域貢献度

7.00 3.00 2.00 5.00 1.00 1.00 1.00 20.00 0.50

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

0.00 0.00

付加点 技術評価点

●●（株）

●●（株）

●●（株）

業者名

企業の基礎的な技術力

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

技術評価点内訳書

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

企業の信頼性・社会性

技術評価点



 

様式４－２－２ 技術評価点内訳書【施工計画提案型（標準型）】（第２０条関係） 

※評価項目の細目等については工事に応じて適宜記載すること。 

工事名　　 ： ●●工事

入札日時　： 平成　　年　　月　　日　午前・午後　　時　　分

入札場所　： 西日本高速道路株式会社　○○支社○○事務所　入札室

企業の
施工能力

施工体制
配置予定
技術者の

能力
●●●●● ●●●●● ●●●●●

工事中の
コスト削減

社会貢献度 地域精通度 地域貢献度

7.00 2.00 6.00 4.00 2.00 2.00 4.00 1.00 1.00 1.00 30.00 0.50

　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 0.00 0.00

付加点 技術評価点

●●（株）

業者名

企業の基礎的な技術力 企業の高度な技術力 企業の信頼性・社会性

技術評価点

●●（株）

●●（株）

●●（株）

技術評価点内訳書

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）

●●（株）



 

様式５ 【削除】 

 
 

 

 

 



 

標準例３ 標準契約書記載例（第１７条関係） 

 

標準契約書における追加条項記載例 

【評価方法について、技術提案における性能等を貨幣換算値化する方式を含む場合に、契約書末

尾に次の附則を付記する。】 

附 則 
発注者は、発注者が提示した上部工架設の作業日数（令和○年○月○日から令和△年△月△

日まで○○日間）【標準案として設定した性能等の値について、求める技術提案の内容に応

じて適宜記載】に対し、受注者が入札時に提案した上部工架設の完了時期を繰り上げるため

の短縮日数（○日）【求める技術提案の内容に応じて単位等を適宜記載】について、受注者

の責めに帰すべき事由により実施されていないと認められる場合は、実際に確認できた短縮

日数【求める技術提案の内容に応じて性能等の内容を適宜記載】に基づき評価値が変わらな

いように技術評価点の減点分を価格評価点に置き換え、それに相当する金額を契約不履行の

違約金として請求するするもとし、受注者はこれに応じなければならない。 
 
［違約金算定式］ 

受注者の支払金額൫円൯＝൫Ｚ − Ｘ൯／100× 契約制限価格【協議合意方式の場合は「契約参考価格」】（円） 
なお、Ｚは下記のとおり区分するものとする。 
（ケース１）減点分を付加した価格評価点の額が、価格評価基準額以上の場合 
（ａ＋ｂ≦100） 

  Ｚ＝ට２൫１００ − ａ − ｂ൯ ቀ１００ − Ｘ
０

ቁ + Ｘ
０

 

（ケース２）減点分を付加した価格評価点の額が、価格評価基準額未満の場合 
（ａ＋ｂ＞100） 
価格評価点１００点から技術評価点の減点分を差し引いた価格評価点の金額から価格評

価基準額を差し引いた額を違約金とする。 

Ｚ＝ට２ａ ቀ１００ − Ｘ
０

ቁ＋Ｘ
０

 
Ｘ ：当初入札率 （%） 
Ｚ ：変更入札率 （%） 
Ⅹ０ ：価格評価基準額／契約制限価格【協議合意方式の場合は「契約参考価格」】×100

（%） 
ａ ：技術評価点の減点（点） 
ｂ  ：当初価格評価点（点） 


